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はじめに
「歴史評論』1994年７月号の「リレー連載・社会主義を考える」に寄稿
した筆者は，次のように書いた。「ソ連・東欧の社会主義の崩壊は，ほぼ
４０年にわたってこの地域の研究を続けてきた私自身にとっても大きな
ショックであった。1976年の自著「社会主義経済論序説』（大月書店）の
中で私は，中国を含めた現存社会主義を，マルクスの理念とはほど遠い
｢未成熟な社会主義｣，特殊な「ソ連型社会主義」と規定してその諸欠陥を
指摘し，マルクス的な社会主義をめざして努力している過渡的な段階にあ
る，とした。しかし私自身は，こうした諸欠陥については現存社会主義内
部でも自覚されており，その是正のための体制内改革が試行されていたの
で，この「ソ連型社会主義」が全面的に崩壊にいたるような事態はありえ
ないと考えていたのである。1989年以来のソ連・東欧の全面的な体制崩
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壊は，したがって私自身にも予想外の事態であった。このことは，従来の
体制の内部矛盾が深刻であったこと，体制内改革の試行がこの内部矛盾を
過小評価していたことを示すものだが，とりわけ従来の体制の崩壊を阻止
しようとする努力が微弱であり，ほとんど無抵抗のままに体制が崩壊した
ことがもっとも大きなショックであった。この全面的な崩壊を促進したの
は，「ソ連型社会主義」のもとで生活していた民衆が，言論統制のもたら
した情報不足のままに現代資本主義の政治と経済に幻想を抱いていたこと
であった。体制崩壊後のこれら諸国の混乱状態は，急速に「粗野な資本主
義」への幻滅を生じさせている｡」
「ソ連・東欧の従来型社会主義の全面的な崩壊，なだれをうっての資本
主義への体制転換をまのあたりにして，「ソ連や東欧はもともと社会主義
とはいえない社会だった｣，「はじめから無理があったのだから崩壊して当
然」とみなして，「社会主義とはいえない社会が崩壊したのだから社会主
義の崩壊ではなく，マルクス社会主義の理念はいささかも傷ついていな
い」と強弁する人たちも存在している。果してそういえるのだろうか。た
しかに，これまで「社会主義」と自称してきた社会はマルクスの想定とは
大きく異なった状況から出発し，「成熟した社会主義」と称された段階で
も，階級の差異も消滅していないし市場も消滅していなかった。しかし
ながら，「ソ連型社会主義」の崩壊は，マルクス的社会主義をめざして数
十年にわたって続けられてきた世界史的な一つの実験が失敗に終ったこと
を示すものであった。マルクスやエンゲルスも（そしてレーニンも）認め
ていたように，彼ら自身が将来社会の構想を細部にわたって明示すること
は不可能であり，彼らはその仕事を将来の世代に託していた。ソ連でも東
欧でも，革命家も民衆も，彼らのおかれた具体的な状況から出発して具体
的な課題を具体的に解決しながら，マルクス的な理念と彼らの現実との
ギャップを埋めるために努力してきたのであり，その中でマルクス的発想
の不十分さ（資本主義的発展の可能性の過小評価，計画可能性の過大評
価，社会内部の利害調整の必要の軽視，効率希求と平等志向の両立につい
旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」 1１７ 
ての楽観的期待など）も明らかになってきたのである。
したがって，ソ連・東欧の「ソ連型社会主義」の崩壊は，単に，経済的
後進性と地域的限定性に特徴づけられたこれら諸国が，自国の近代化のた
めに社会主義的計画経済の名目で戦時的な非常体制を維持し，一応の近代
化が達成されたのちには，役割の終った「社会主義的計画経済」を脱皮し
て，「自由で民主主義的な市場経済」に喜び勇んでつき進んでいる，と
いうおとぎ話ですまされるものではない。くりかえしていうならば，それ
は，実現可能な社会主義をめざしての世界史的な一つの実験（ほかの有効
な実験は存在しなかった）が失敗に終ったという深刻な問題なのである。
なぜこの実験が失敗し，どのような課題が未解決に終ったのか。ソ連型社
会主義の内部では，すでにスターリン死去の直後からさまざまな体制内改
革が試行されていた。しかしこれらの改革は外圧（冷戦による東西対立と
東欧に対するソ連の圧力）と内圧（既成特権の維持を要求する官僚機構お
よび民衆自身の変化への抵抗）のために難航したばかりでなく，改革の理
念そのものが，当面の応急対策にとどまるものか，従来の体制の全面的な
再検討を必要とするものかについてはあいまいであった（むしろ，あいま
いであるために改革の着手が可能であったのである)。このあいまいな改
革の試行は，したがって，目に見える形での経済的な成果を民衆に示すこ
とによってのみ，成功を期待しうるものであったが，まさにこの経済的成
果を示すことに失敗したために，経済的困難が政治的不満を累積させるこ
とになった。その結果は「計画の神話」の崩壊が「市場の神話」を復活さ
せ，一党支配への不満が「民主主義の幻想」を増幅させて，わずかな意見
の対立が無限の小党分立を生み出させることになった。この政治的危機を
さらに拡大したのが，諸民族間の対立激化である。社会主義は本来，自民
族優先主義を克服した国際主義を建前とするはずであったが，諸民族間の
現実の経済格差の存在と過去における民族抑圧への怨念とが，社会主義不
信によってブレーキのきかなくなった民族主義感,清の噴出をもたらした。
民族主義を自制する高次の理念がほかには見当らなかったのである。どの
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民族も自民族の利益が至高のものとみなすならば，結果は果てしない民族
紛争とならざるをえない｡」
「実現可能な社会主義のあるべき姿を簡単に要約するならば，それは政
治的民主主義と経済的合理性の最適の結合が実現された社会である。ソ連
型社会主義は政治的民主主義の実現にも経済的合理』性の証明にも失敗し
た。しかしそれでは，現代資本主義はソ連型社会主義の達成しえなかった
目標を達成しているのであろうか。先進資本主義諸国において（日本を含
めて）続発している政治的腐敗は，一党支配を議会制度におきかえさえす
れば，政治的民主主義がひとりでに出現するという幻想の破産を証明して
いる。｜日ソ連・東欧で生じた「計画の神話」から「市場の神話」への乗り
換えは，西側の経済学者からさえも，「計画の失敗だけではなく，市場も
また失敗したのだということを忘れるべきではない」という警告をうけて
いる。ソ連型社会主義のもとで解決されなかった民族対立は，現代資本主
義のもとでも解決されてはいない。しかも，ソ連・東欧の従来型社会主義
体制の崩壊は全世界的にマイナスの影響を及ぼしている。先進資本主義諸
国を中心とする西側諸国はこれまで，ソ連型社会主義の影響の拡大を阻止
するために，修正資本主義的なさまざまの体制内改革を実行し，ある程度
の成果をあげてきた。ところが，ソ連型社会主義の崩壊はこうした体制内
改革の必要性にも「緊張緩和」をもたらして，むきだしの資本主義的搾取
が強行される傾向にある。南側の発展途上諸国も，これまでは東西対立の
中での双方からの援助競争によって利益をうけ，ある場合には自国の経済
発展のためにソ連型モデルをも採用してきた。これら諸国にとっては，ソ
連型社会主義の崩壊は，援助競争の消滅と代替的発展モデルの喪失，した
がってまた南北格差のさらなる拡大をも意味することになる。旧東側諸国
も，かつての東ドイツの西側吸収後の実態にみられるように，西からの援
助への期待も西側体制の模倣による繁栄への幻想も裏切られて，ネオ・
ファシズム的状況におちいる危険にもさらされている。このような全般的
な状況のもとでは，マルクス以来の社会主義の理念の根本にある人間への
旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」 １１９ 
信頼に立脚して，破産したソ連型社会主義への復帰でもなく，現代資本主
義の無批判な美化でもない，あるべき将来社会への理論的模索を続けるこ
とが必要である。私はそれが広い意味での社会主義の探究であると考えて
いる。｣(1)
このような観点に立って，筆者は1994年度の法政大学国内研究員の機
会を利用して旧ソ連・東欧の「体制転換」に関する文献を整理し，１９９４
年７月には，日本ユーラシア協会・東欧経済研究視察団に参加してドイツ
(旧東ドイツ)，ポーランド，チェコ，ハンガリーの４カ国を訪問した。事
前の予備報告と帰国後の視察団報告はすでに筆者の名で発表されてい
る｡(2)以下は従来の筆者の論考と上記の諸報告とを総合した－つの試みで
ある。
（１）『歴史評論』1994年７月号（No.531)，８６ページ，９１－９４ページ。
（２）「東・中欧諸国の体制転換の現状｣，「ロシア・ユーラシア経済調査資料』
1994年７月号（No.746)，2-13ページ；「中・東欧４カ国かけあし旅行記一
東欧経済研究視察団報告一」『ロシア・ユーラシア経済調査資料』1994年１０
月号（No.749)，２－１２ページ；「中・東欧諸国の体制転換への模索｣，『ユーラ
シア研究』第６号（1995年１月)。なお，『法政通信』１９９４年１０月号にも，
「脱社会主義の東ヨーロッパ」と題する小文を発表した。
Ｉ・ソ連・東欧地域で何が生じたのか
1．ソ連解体と東欧諸国の連鎖反応
「1991年１２月１日のウクライナ独立の国民投票にはじまり，1991年１２
月７日のスラブ系三共和国首脳会議（ブレスト会議）での独立国家共同
体を目指す動きは，イスラム諸国を巻き込んで「ソ連邦」解体を必至とし
た。1991年１２月２１日，カザフのアルマアタで１０共和国首脳が「独立国
家共同体条約」に調印した。このことは，「主権国家連邦」という形の二
重国家創設で乗り切ろうとしたゴルバチョフ大統領の構想も挫折させた。
1991年１２月２６日ゴルバチョフ大統領の辞任が発表された｡｣(3)周知のよ
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うにミハイル・ゴルバチョフは，1985年３月に，フルシチョフ以後のブ
レジネフ長期政権（１８年）が1982年１１月にブレジネフ書記長の７５歳で
の死去で幕を閉じ，その後，いずれも老齢のアンドロポフ書記長が１５カ
月，チェルネンコ書記長が１３カ月で死去したあとをうけて，５４歳でス
ターリン以後６人目のソ連共産党書記長に就任し，「ペレストロイカ」を
提唱して，１９９０年３月には初代（そして最後の）ソ連大統領をも兼任
した。
筆者は1993年３月発行の『経済志林」でゴルバチョフについて次のよ
うに論評した。「ゴルバチョフも，1985年３月のソ連共産党書記長就任直
後には，彼のパトロンであったアンドロポフと同様に労働規律のひきしめ
(飲酒の規制を含む）を重視してさらに「経済成長の加速」を提唱した。
このことは，現行制度のもとでも労働規律を強化しさえすれば（ブレジネ
フ時代の無為無策で規律がゆるんでいたことはたしかだが）経済成長の長
期的鈍化傾向を克服することは容易であるという楽観論に立っていたこと
を証明するものである。しかしながら，1986年に一時好転したソ連経済
は，1987年にはふたたび２％台の低成長にもどった。規律強化だけでは
｢加速化」は実現せず，ここで「ペレストロイカ」というスローガンが登
場することになったのである。ペレストロイカ＝「建て直し」は，土台を
そのままにして古くなった家をもとどおりに建て直す意味にもなるし，土
台からやり直して新しく家を建てかえる意味にもなる。おそらく最初はゴ
ルバチョフ自身も前者の意味で，従来の経済政策の部分的手直し程度でソ
連経済の活性化が可能になるとみていたのであろうが，事はそれだけでは
すまないことが明らかになった。従来の経済政策の根本的な見直しが必要
となり，その経済政策によってつくりあげられてきた現行の経済制度を解
体再編成することが必要になってきたのである。ペレストロイカは後者の
意味になり，改革派の社会学者ザスラフスカヤが提起した「ペレストロイ
カは革命である」という表現を，ゴルバチョフ自身が使用するようになっ
た。しかし，どのような意味の「革命」であったのか，それはゴルバチョ
旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」 1２１ 
フ自身でも明確ではなかった。ソ連共産党書記長として，上から（どのよ
うな方向であれ）変化を強制するのはスターリン以来の伝統的な手法であ
るが，ゴルバチョフもその伝統的な手法を利用して，はじめはソ連型社会
主義の体制内改革をめざしながら，やがて全面的な市場経済化に傾斜し，
ついには社会主義離れをも容認する結果となった。１９９１年８月のクーデ
タ以後においては，ソ連共産党書記長としての立場からソ連大統領として
の立場にのりかえて，自らの個人的権威によって従来と同じように上から
の変化を主導できると誤認したことが，彼自身の失脚をももたらしたので
ある｡｣(4)
ゴルバチョフのソ連共産党書記長としての上からの圧力によって，旧制
度は徐々に機能麻樺におちいったが，それに代る新しいシステムは一向に
生まれて来なかった。これでは「ペレストロイカ＝建て直し」ではなく，
｢ラスストロイカ＝うちこわし」である。ソ連経済が破局にむかう中で，
｢カタストロフ＋ペレストロイカ＝カタストロイカ」という表現も生まれ
た。これは，いわゆる「保守派」がペレストロイカを妨害したからではな
い。筆者は前出の文章に続いてこう書いた。
「日本（だけではないが）のマスコミでは，「改革派」と「保守派」とい
う分類が好まれ，「保守派」は従来のソ連型社会主義への復帰を要求して
いるグループだと解釈されている。しかしながら，実際には以前の体制の
全面的復活を要求している勢力はほとんど存在していない。……現実に存
在しているのは，いままで経験したことのない（それゆえに実態を知らな
い）市場経済を頭の中で理想化してそれにむかって暴走している「改革
派」と，日常的に経済危機を実感している国民（彼らにとっての選挙民）
からのつき上げによって暴走にブレーキをかけようとしている「保守派」
との対立であり，私はこれを，むしろ「暴走派」とＰ慎重派」の対立と呼
びたい｡｣(5)
ゴルバチョフはペレストロイカの具体的な戦略もそれをバックアップす
る真の改革派をも生み出すことができず，ある場合には残存する「頑固
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派」に依拠し，ある場合には「暴走派」に依拠して綱渡りを続け，１９９１
年８月のクーデタ（これにゴルバチョフ自身がどこまでコミットしていた
のかはなお不明である）の失敗にさいしては，いち早くソ連共産党の解散
を勧告して，ソ連大統領としての権威のみに頼ろうとした。しかし，実態
はソ連共産党あってのゴルバチョフだったのであり，その組織的基盤を自
ら放棄したゴルバチョフは，もはやエリツィン以下の存在でしかなかっ
た。一方でロシア大統領ポリス・エリツィンは「ソ連」の不在を利用し
て，ロシア議会に図ることもなく個人プレーに走り，ウクライナおよびベ
ラルーシの首脳と前出のブレスト会議を強行して，ソ連邦を何らの歴史的
総括もないままに，なしくずしの解体に追い込んだのである。
１５の連邦共和国から構成されていたソ連邦は１５の独立共和国に分解
し，現在，バルト三国を除く１２の共和国が「独立国家共同体」の名のも
とにゆるやかな連合を形成している。しかし，現在の形の「ロシア」が歴
史上に存在したことは一度もなかった。帝政ロシア以来，おおむね従来の
ソ連邦の地域が政治的・経済的に統一され，単一の国民経済として機能し
てきたのであって，現在の「ロシア」その他の分離した存在の方が，むし
ろ人為的な分断の産物といえよう。このため，後述するように|日ソ連邦諸
国では（バルト三国を例外として）「独立国家共同体」の範囲で統一市場
再建への努力が試みられているのである。
ソ連解体とソ連型社会主義の自壊が東欧諸国に及ぼした影響はどうで
あったか。１９９４年に発表されたＥＣ委員会へのある報告書は，その序文
で次のように指摘している。「社会主義ヨーロッパにかかわってきた専門
家や政治家の圧倒的多数は，１９８０年代末の変革をもたらすことになる，
中央ヨーロッパに潜行していた諸変化を認知するのに失敗した。彼らが諸
事件の進行を正確に予言できたと期待はしないが，要点は，彼らが全体と
して，支配勢力の共産党が民主勢力に権力を平和裡にひきわたす可能性を
認めず，ソ連がソ連中心の連合体制の解体を容認するばかりか促進すると
いう可能性を認めず，ソ連自身がドイツの再統一を容認する可能性も認め
旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」 １２３ 
なかったことにある。１９８８年にいたるまで，彼らは全体として，ソ連で
の新思考などのイデオロギー的変化を無視していた｡｣(6)
たしかにわれわれは，ゴルバチョフの「新思考」がソ連型社会主義を根
本から否定する破壊的な効果を持つとは予測できなかった。しかし，たと
えソ連が解体しない場合であっても，東欧諸国に対するソ連からの外圧が
著しく弱まることがあれば，これら諸国にかなりの規模での政治的変化が
生じうることは容易に予測できたのである。筆者はかなり以前に，「東欧
諸国の改革はソ連の許容範囲内でしか実現しない」と発言して物議をかも
したことがあるが，1990年初頭の時点では次のように指摘した。
「1989年後半には，ユーゴスラヴイアとアルバニアの２国を例外として
[その後ユーゴでは内戦が生じ，アルバニアも他の諸国のあとを追ってい
る］東欧社会主義諸国で革命的激動が生じた。これらの諸国では例外なし
に支配政党（共産主義政党）の党首が交代し，東ドイツ，チェコスロヴァ
キア，ブルガリアでは前書記長が党から除名され，ルーマニアでは軍事裁
判で処刑されるにいたった。力によって支えられてきた党の支配は弱体化
し，大衆運動の圧力によって一党支配の排除，複数政党制，自由選挙によ
る議会制民主主義の方向が具体化している。……1989年後半に東欧諸国
で連鎖反応的に革命的激動が生じたことには，基本的に二つの要因が作用
しているといえよう。一つには，ソ連，中国を含めた社会主義諸国で，当
然に早期に生じるべきだった，経済的合理性と政治的民主主義をめざす総
合的な改革が，外圧と内圧とによって今日までひきのばされ，民衆の不満
が改革への圧力として蓄積され爆発点に達していたことである。とくに有
害であったのは，1968年のチェコスロヴァキアにおける「プラハの春」
の政治的諸改革に対する，ソ連をはじめとするワルシャワ条約機構５カ国
軍［ソ連・東ドイツ・ポーランド・ハンガリー・ブルガリア軍］の武力介
入による弾圧である。「プラハの春」の諸改革（検閲の廃止，言論・出版
の自由，複数政党制による議会制民主主義の復活，権力独占の否定など）
は，今日ではもちろん，1968年当時においても，社会主義的民主主義の
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立場からみて非難すべきものは何も含まれていなかった［筆者は武力介
入直後に，「経済評論』１９６８年１０月号の冒頭の経済時評（無署名）で
｢チェコ問題と社会主義の発展方向」と題してソ連その他の武力介入を批
判した]。……「プラハの春」への介入・圧殺はソ連自体においても改革
派の後退，コスイギン改革の挫折をもたらした｡」
「1989年の激動のもう一つの要因は，外圧の消滅である。これまで，東
欧諸国における改革の試みは，あるいはソ連の直接介入（1956年のハン
ガリー，1968年のチェコスロヴァキア）によって，あるいは介入を予想
した軍政の導入（1981年のポーランド）によって押しつぶされてきた。
1968年のハンガリー改革も，ソ連の介入を回避するために経済改革に集
中して政治的改革をたなあげにしたことが，今日ハンガリー社会主義労働
者党を解体の危機にみちびいた原因であった。しかし今や，ゴルバチョフ
のソ連は，自国のペレストロイカを挫折させる危険を犯すことなしには，
東欧諸国の内政に介入することはできない［いずれにしてもペレストロイ
カは挫折したのだが]･介入を正当化したブレジネフ・ドクトリン［制限
主権論］は否定され，１９６８年８月にチェコスロヴァキアに共同介入した
ワルシャワ条約機構５カ国は，1989年１２月４日に共同声明で介入は誤り
であったと認めた。国内の武力で改革を阻止することも，ポーランドの軍
政の後遺症（統一労働者党への不信一自由選挙での同党の'惨敗）をみれ
ばもはや不可能である。ルーマニアの場合のように武力による改革要求圧
殺の意図が，軍隊そのものの反乱（改革運動への軍隊の同調）をもたらす
ことになりかねない。かくして1989年後半の東欧諸国では，内圧の高ま
りと外圧の消滅によって，圧力釜のふたがボンと飛んだような状況が一挙
に生じた｡」
「しかし残念なことに，現在の東欧諸国の運動の中には，これまでのス
ターリン型社会主義への批判から社会主義一般を否定し，西側の資本主義
社会を理想化する傾向が強くなっている。これは一面では，スターリン型
社会主義そのものの責任である。東欧諸国の民衆はスターリン型社会主義
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のもとで数十年にわたって生活してきたのであり，その欠陥は身にしみて
実感している。他方で資本主義社会の実'情は客観的に報道されず，その欠
陥のみが誇大に宣伝されてきた。こうした官製マスコミに対する不信は，
逆に資本主義への幻想を生み出してきた。日本の電機製品などに目を奪わ
れて，日本の労働者がいかに苛酷に長時間働かされているかを知らないの
が,東欧諸国の民衆の実Ｉ情である｡……東欧における1948年以来のスター
リン型社会主義の，何を生かし何を捨てなければならないのか，歴史的教
訓を冷静に反省せずに，感覚的に反対の方向に暴走することは，何のプラ
スをももたらさないことになろう｡｣(7)
1989-90年の東欧諸国の激動の具体的な経過については，木戸蒻氏の
｢激動の東欧史」（中公新書）がくわしいので，ここでは省略する。同書の
末尾で木戸氏がのべられていることに筆者も同感なので，以下に引用し
よう。
「……このようにして，８９年の激動を体験したのちの「東欧」は，複数
政党制の議会制民主主義と市場経済を導入する道に大きく足を踏み出し
た。しかし，この地域に定着している巨大な後進的政治・経済構造を，安
定した活力あるものに作り変えるには，並大抵でない忍耐とエネルギーが
必要とされるであろう。ポーランドを典型とするいくつかの国で，われわ
れは野蛮で非能率な共産主義を打倒したのだから，近い将来，西側諸国と
同様の強力な経済体質を得られる，という一種の幻想が拡がっている。あ
るシンポジウムでポーランド人のジャーナリストが「われわれは市場経済
に飛び込むのだ」と発言したので，筆者がそれは事態をあまりにもバラ色
にとらえているのではないか，と批判したら，「いや，われわれの将来は
文字通りバラ色なのだ」との答えであった｡現在の後進的な構造はたしか
に戦後の計画経済の産物ではあるが，同時にそれはこの地域の歴史的なハ
ンディキャップに根差したものでもあるのだ。さらに，東ドイツが一年足
らずのうちに西ドイツに吸収されたように，東欧圏全体が比較的短期間に
ＥＣに受け入れられるという幻想を抱くことも，危険であるというべきで
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あろう。経済やそれを支える社会を，まず第一に自力で国際競争に耐える
ものに改造する必要があるという認識を，それは妨げるものになりかねな
いからである。……「ヨーロッパ協力」の将来もそれほど平坦なものにな
るとは限らない。そのさい東欧諸国の国民に必要とされることは，過去に
みられた権威主義や民族主義が再生し，この地がヨーロッパの混乱要因と
なったり，国際対立の発火点となったりすることのないよう，冷静な歴史
的学習を民主化過程に織り込んでいくことであろう｡｣(8)
（３）下斗米伸夫「独立国家共同体への道」時事通信社，1992年，２９０ページ。
（４）「ソ連崩壊と日ソ関係の変容」『経済志林」第60巻第３．４合併号（1993年３
月)，118-119ページ。
（５）同上，１３２ページ。
（６）ＨａｎｓｖａｎＺｏｎ，“AlternativeScenariosforCentralEurope'，，Ａｖｅ－ 
ｂｕｒｙ，1994,ｐｐｌ－２． 
（７）「現代社会主義の歴史的地位(3)－東欧におけるソ連型社会主義一｣，『科学と
思想」Ｎｑ７６（1990年４月)，238-239ページ，242-243ページ，245ページ。
（８）木戸翁『激動の東欧史」中公新書，1990年１２月，221-223ページ。
2．体制内経済改革から体制転換へ
旧ソ連・東欧諸国の1960年代以降の体制内経済改革は，生産手段の国
家的所有制を基本としてその他の所有制の補助的役割を容認し，計画的経
済管理を基本として計画経済の効率化のために市場メカニズムをある程度
まで利用しようとしたものである。このさいに，従来からの計画経済理念
(到達目標として市場的諸関係の消滅と経済の細部にいたる全面的計画化
をめざす）と，消滅させるべき「市場メカニズム」の利用とを，どのよう
に整合的に説明できるのか，という原理的な問題点はたなあげにされてい
た。しかも，従来の体制を基本的に維持したままでも，市場メカニズムの
部分的な利用によって計画の効率'性を高め，経済成長の達成と社会的公正
(完全雇用，社会保障の充実など）の維持とを両立させることができると
みなして，従来の体制の経済的な可能性がきわめて楽観的に過大評価され
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ていたのである。
1960-70年代のソ連・東欧諸国の経済改革は，大別すればソ連・東独
型経済改革とチェコ・ハンガリー型経済改革とに分類される｡(9)旧東ドイ
ツの人民企業合同（ＶＶＢ）の形成に象徴されるソ連・東独型経済改革
(ＶＶＢに対応してソ連では企業連合体アブエディネーニエが形成された）
では，市場メカニズムの作用範囲を限定するために，生産の集積による生
産単位の巨大化（トラスト型企業合同）が推進されて，中央計画機関の監
督を容易にするために，個別企業の自立性よりもトラスト単位の自立性が
重視され，これによって計画的経済管理がより有効になることが期待され
た。今日，旧東ドイツにおいても|日ソ連においても，経済の主要な地位を
占める，技術的にたちおくれた非効率な巨大国営企業の処理が最大の難問
となっていることからしても，このソ連・東独型経済改革構想の破綻は明
らかであろう。
これに対して，チェコ・ハンガリー型経済改革の発想（この構想はもと
もと，ポーランドのオスカー・ランゲやＷ、プルスなどによって展開され
たものだが，後述するようにボーランド自体の経済改革は曲折を重ねて
1980年まで基本的にソ連型の改革にとどまっていた）では，現存社会主
義のもとでは，細部にわたる中央集権的現物的計画化はもともと不適当で
あるとして，企業間での市場メカニズムの積極的利用を促進するために，
個別企業の自主的決定を可能にする，企業分権化が提唱された。この場合
にも，社会主義的計画経済の優位は，マクロ経済的な政策決定が国家の手
に集中されている（したがってまた計画化はマクロ経済の分野に限定され
る）ことによって保障されている，と主張された。
このタイプの経済改革はオタ・シークらによってチェコスロヴァキアで
1965年に開始されたが，改革の効果的な進行のためには，行政機構を含
む政治面での改革の展開が必要不可欠である，として1968年の「プラハ
の春」に直結したが，前記のようにソ連をはじめとする５カ国の軍事介入
をうけて経済改革も一挙に後退することになった。チェコスロヴァキアと
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同様の経済改革は1968年初頭からハンガリーで実施されていたが，すで
に1956年にソ連の軍事介入を経験しているハンガリーでは，ソ連の再介
入を回避するために最大の配慮を払って，改革の導入を経済制度・経済政
策面に限定していた（1956年の動乱以降，ハンガリーでは国内の和解の
ために他の諸国に先んじて一定の政治的民主化が実現していたことも影響
した)。
ハンガリーの経済改革のその後については，筆者が1985年秋の交換研
究員としてのブダペスト訪問を契機に検討したことがある｡('0)要約すれ
ば，1968年からの５年間は順調な経済成長が記録されて「ハンガリー経
済の黄金時代」と称されたほどだったが，これは実は当時の世界貿易の活
発な拡大傾向に，貿易依存度の高いハンガリー経済が容易に便乗できた結
果であって，第一次オイル・ショックによる世界経済の足踏み以降は，一
転して国際収支の悪化による対外債務の累積がハンガリーの国内経済政策
を制約することになったのである。このことは1968年以来の経済改革に
よっても，ハンガリー経済の国際競争力が基本的に改善されたわけではな
かったことを証明するものであり，これによって二つの根本的な問題が浮
かび上がった。一つは，たなあげにされていた政治的民主化の問題であ
る。国際収支改善のためには，国内消費を圧縮して輸出を拡大しなければ
ならない。ハンガリーの国民は，経済成長が続き生活水準の上昇が期待さ
れるかぎりでは，政治改革抜きの経済改革を素直にうけいれてきたが，こ
れから耐乏を容認させられるとすれば，それに対する政治的代償を要求し
てくるのが当然の成行きである。1968年改革を主導したニェルシ（のち
1989年にハンガリー社会党議長）はこの当時，改革を前進させるために
は，これまで当然とされてきた「雇用の保障」と「価格の安定」をも再検
討することが必要であるとして，それは政策に対する広範な社会的支持が
なければ不可能であり，そのためにこそ政治的民主主義の拡大が必要不可
欠であると発言している（ただしこの時には，政治的民主主義の内容がま
だ不明確であった)。
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もうひとつは，「市場メカニズムのﾎﾞﾘ用」それ自体の問題である。ハン
ガリーの場合でも，経済政策によって上から人為的に市場をつくりだすこ
とは至難の業であり，疑似的な市場が生まれたにすぎなかったといわれて
いる。市場メカニズムの効果的な利用には経済力の集中排除，実質的な競
争の導入，経営の合理化（ハードな予算制約)，信用機構の整備，合理的
な価格の設定，業績に応じた報酬，消費者による市場監視などが必要とさ
れるが，これらは従来の計画優先の発想にも，「親方赤旗」的な経営態度
と労働習慣にもなじまず，この結果「計画と市場」の結合努力は，官僚主
義的硬直性という計画のマイナスと不当利得の発生や所得格差の急速な拡
大という市場のマイナスとの相乗効果をもたらす傾向が強かった。
筆者は前出のハンガリー経済改革についての論考の末尾で，「ショック
療法としてひとたび市場を全面的に解禁し，すべてを市場競争にゆだねる
ことは，対外的考慮［これはソ連からの外圧＝介入の可能性を意味してい
る］を別にしても，弱者を切捨てこれまできずきあげられてきた社会的公
正を危機にさらすことになるために，実行不可能である。当面はやはり，
計画のプラスと市場のプラスとを最大限に発揮できるような均衡点を求め
て試行錯誤をくりかえす以外にはないのであろう」と書いたが，その後の
試行錯誤の困難と外圧の解消は，結局，ハンガリーでも，体制内経済改革
の破綻と「ショック療法」的体制転換への移行をもたらすことになった。
ここで，ポーランド経済改革の発想と後退についても略述しておこ
う｡(u)ポーランドでは，ソ連共産党第２０回大会でのフルシチョフのス
ターリン批判とそれに続いておこったポズナン事件を契機として1956年
１０月に，スターリン時代の1948年に「右翼民族主義者」とされて書記長
を解任（翌1949年に除名）されたＷ、ゴムルカが統一労働者党第一書記
に復帰して，政治制度の民主化と経済改革による生活水準の向上を国民に
約束した。その直後に議長オスカー・ランゲ，副議長ｗ・プルスおよび
Ｍ・カレツキのもとで「経済会議」が創設され，先駆的な「分権モデル」
構想を発表した。しかし，ゴムルカ政権のもとではこの構想は拒否され，
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プルスはのちにポーランドを追放されてイギリスに移住した（筆者が
1980年１０月に対東欧直接投資実態調査団の団長としてワルシャワを訪
問したさいに，当時のポーランド貿易研究所長は，「ポーランドはハンガ
リー型の経済改革を進める必要がある。ハンガリー型はもともとポーラン
ドの発想なのだ」と語っていた。しかし，イギリス移住後のプルスの著作
はしだいに体制内経済改革の可能性に否定的な論調に変化している)。
ゴムルカ政権も，ソ連でのコスイギン改革の影響をうけて1960年代後
半にようやく経済改革に着手したが，この改革が賃金凍結と小売り価格引
上げを出発点としたために1970年１２月にバルト海沿岸のグダンスクを中
心として抗議ストが拡大した。この収拾のためにゴムルカが退陣しＥ・ギ
エレクが党第一書記に就任して，賃金凍結は撤回ざれ逆に食料品価格の２
年間凍結が公約された。ギエレク政権は1973年から再度，経済改革に着
手したが，これもまた’976年６月の抗議スト・物価暴動によって流産し
た。この時には政権交代とはならず，ギエレク政権は1970年代を通じて
人気取りのために，制度改革抜きで外資導入に依存した高成長政策をとっ
たが，これによる巨額の対外債務の累積とポーランド経済の破綻が１９８０
年の「熱い夏｣，すなわち工場間ストライキ委員会（ＭＫＳ）から独立・自
治労組「連帯」（ＮＳＺＺ“Solidarno66，'）の形成に発展した労働運動と，
統一労働者党政権との対決をもたらしたのであった。
この対決はＷ・ヤルゼルスキ首相兼国防相による1981年１２月の軍政導
入（1983年７月解除）となり，自立,性・自主管理・自己金融の「三つの
S」を建前とする「軍政下の経済改革」が試行された。しかし，軍政強行
による体制不信の後遺症は，1989年６月の上院自由選挙での統一労働者
党の惨敗（100議席中で「連帯」系反政府勢力が９９議席を占有）となり，
以後は４年間にわたって「連帯」系の政府が「ショック療法」的体制転換
政策を強引に押し進めることになったのである。
各国経済の範囲での体制内経済改革の努力（ルーマニアとブルガリアは
これにも消極的だったが）と並行して，ソ連型社会主義諸国間での経済協
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力の強化をめざす政策がフルシチョフ時代から推進され，「社会主義的経
済統合」が提唱されていた｡(12)１９４９年１月にソ連．東欧諸国の「経済相
互援助会議」として創設されたコメコンは，当初は東西冷戦の開始とココ
ムによる禁輸に対抗して，東欧諸国がそれぞれの「－国社会主義」的（自
給自足志向型）工業化を推進するために，資源大国ソ連から最大限の原．
燃料（とくに原油と鉄鉱石）および機械・設備の供給をうけることを保障
する機構であった。しかし1950年代後半以降は，西側でのＥＣ統合の発
展に刺激されて，域内全体としての経済効率の改善と西側との競争的共存
をめざして，「社会主義的国際分業」（1962年）から「社会主義的経済統
合」（1971年）へと目標が転換された。
この転換は結局のところ成功せず，コメコンは加盟諸国の体制転換とと
もに1991年６月に正式に解体された。この原因としては大きく二つがあ
げられる。－つは加盟諸国間の経済力の格差の大きさである。加盟国間の
国家的利害の対立，経済大国と小国とのあつれきは現在のＥＵ諸国にも
みられるが，コメコンの場合にはそれが著しかった。大国ソ連と東欧諸小
国との経済力の格差はいうまでもないが，東欧内部でも，北部の比較的工
業化の進んだ諸国（今日では中欧諸国とも呼ばれている）と南部の後進的
な諸国（バルカン諸国）とのあいだにも「南北問題」があり，域内全体と
しての効率の重視は先進技術部門を北部に集中させ，南部は農業地帯とし
て放置されることになる，という危機感が，とくにチャウシェスク政権の
ルーマニアを経済統合の推進に抵抗させた（このことも１９６４年のフルシ
チョフ失脚の一因となった)。
経済統合挫折のもう一つの大きな原因は，計画原理による統合か市場原
理による統合かをめぐっての対立であった。もちろんこれには，各国それ
ぞれの体制内経済改革の発想の相違が影響している。フルシチョフ時代の
ソ連は計画原理による統合を主張し，コメコン全体としての単一の計画化
(超国家的計画化）を提起したが，ポーランドとハンガリーは市場原理に
よる統合（まず最初に共同市場化）を主張し，経済主権の侵害を懸念する
１３２ 
南部諸国も単一の計画化に反対した。この結果，「社会主義的経済統合」
はかけ声のみに終わって，東欧諸国は，一方ではソ連からのエネルギー資
源供給と大国ソ連への工業製品輸出の便宜を利用しながら，他方で先進技
術部門の発展のために，東西貿易を積極的に拡大した。これが東欧諸国の
対外債務を累積させたのである。
1989年以来の東欧諸国の体制転換はソ連離れを促進し，コメコン解体
と相まって，東欧諸国は，旧ソ連地域からのエネルギー資源供給も，輸出
市場としての旧ソ連地域をも失う結果となった。自らの国際競争力の低さ
にもかかわらず西側市場への進出のみをめざす体制転換後の政策方向にた
いしては，旧ソ連市場とコメコン的経済協力の再評価を主張する批判的な
意見も強くなってきている。
（９）拙稿「現代社会主義と経済改革」（東京大学社会科学研究所編『現代社会主
義~その多元的諸相』東京大学出版会，1977年，所収）参照。
Ⅲ拙稿「ハンガリー経済改革の問題点｣，「経済志林』第54巻第１号（1986年
７月）参照。
（11）(9)および拙稿「軍政下のポーランド経済改革｣，『経済志林」第53巻第３．４
号（1986年３月）参照。
（12）拙稿「社会主義的経済統合としてのコメコン｣，『経済志林』第49巻第４号
（1982年３月）参照。
Ⅱ．「体制転換」の混迷状態
1．「どん底のロシア」
ロシアの通貨ルーブリの対ドル交換レートは，1992年１月には１ドル＝
110ルーブリだった。それが1993年５月末には１ドル＝1,000ルーブリ
まで下落し，その後もじりじりと低下を続け，1994年７月に１ドル＝２，０００
ルーブリ突破，１０月初旬には3,000ルーブリとなっていたのが１０月中旬
には一時4,000ルーブリ近くまでの急落を記録し，ロシア中央銀行総裁が
責任を問われて解任された。その後ふたたび3,000ルーブリ台に回復した
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が，近い将来に１ドル＝4,500ルーブリまで下落するとも予想されている。
ロシア国家統計委員会の公式発表によっても，ロシアのＧＤＰは対前年比
で1992年のマイナス１９％に続いて1993年にもマイナス１２％（２年間で
マイナス２９％）を記録し，1994年上期の対前年同期比でもマイナス１７％
と下落が続いている。工業生産は1992年のマイナス１８％に続いて１９９３
年にもマイナス16.2％（２年間でマイナス31.3％)，1994年上期にいたっ
ては対前年同期比マイナス２６％の大幅下落となっている。消費者物価は
1991年から1993年までの２年間で実に245倍の上昇で，賃金の上昇はこ
の半分以下の１１８倍にとどまり，住民の実質貨幣所得は２年間で４３％の
減少となった｡('3)なお，ロシア経済省による1995年の予測では，ＧＤＰは
さらにマイナス５～7％，工業生産もマイナス８～12％の続落となってい
る｡(M)ロシア科学アカデミー会員のＶ、メドヴェデフは１９９４年の１０月
に，「"大不況，，に直面か？」と題して，「いまや工業生産は危機突入直前
の水準の５０％以下に低落し，ロシアは以前の諸世代の労働でつくりださ
れた国冨をほとんど食いつぶしている」とのべ，いまだ終りのみえないロ
シアの経済危機を，1920-30年代の大恐'慌と対比している｡('5）
1992年から1993年にかけてこの危機にあるロシアを訪問した日本の研
究者たちによって大崎平八郎編『混迷のロシア経済最前線」（新評論)，長
砂實・木村英亮編「｢どん底」のロシア」（かもがわ出版)，田中雄三・溝
端佐登史・大西広編『再生に転じるロシア」（機関紙共同出版）の３冊の
報告書が出版された（以下「混迷｣，「どん底｣，『再生』と略称)。筆者に
は現在のロシアがすでに「再生に転じ」ているとは思えないので，「どん
底のロシア」という表現がもっとも適切であると考えている。エリツィン
政権の初期，エゴール・ガイダール首相代行が中心になって1992年末ま
で推進された「ショック療法」的体制転換政策は，貿易・価格の自由化と
企業の非国営化（私有化・民営化）を２本の柱としていた。しかし，市場
独占的な産業構造を基本的に維持したままでの価格自由化は当然に「狂乱
物価」をもたらす。また，国営企業を合理化・再編成する以前に性急に私
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有化・民営化を強行することは，「所有制がすべてを決定する」として企
業の全面国有化に走ったソ連型社会主義のドグマを逆の方向でうけつい
で，同じ誤りをおかしている，と批判されている。
溝端佐登史氏は，「混迷」の中で，ロシアの民営化の問題点を５点あげ
ている。第一は中央と地方，政府と議会，自治体首長と地方議会などのあ
いだでの，「法律戦争」としての政治的対立の顕在化であり，第二は経営
者・従業員双方からの民営化への抵抗感・不信感である。第三に，強制的
非国有化キャンペーンだけでは「民間活力」は生まれず，第四に国益に配
慮した外資の制限が外国投資家の不満を強めている（外資以外での可能な
所有者は旧官僚層＝ノメンクラトゥーラか，闇商人ぐらいしかない)。第
五には，民営化の過程でも市場独占の弊害は再生され，価格の暴走が容認
される。「民営化は短期的に市場経済化を指向するあまり，官僚制を温
存・再生し，貧富の差を拡大し担い手をつくり出しえず，政治的安定性
はゆらいでいる。……それゆえ，拙速に所有形態を変えるだけの民営化は
見直しを求められよう｡｣('6）
このような暴走的「急進改革」＝「ショック療法」（療法のないショッ
クのみだと批判されている）を推進したガイダール首相代行を，エリツィ
ン大統領は１９９２年末のロシア人民代議員大会に首相候補として指名した
が大会で否決され，天然ガス関係のテクノクラートであったヴィクトル．
チェルノムイルディン副首相が圧倒的多数の支持でロシアの新首相となっ
た。その後の相つぐ内閣改造で，１９９４年末には，ロシア政府内で「急進
改革派」と目されているのはチュバイス第一副首相とコーズィレフ外相の
みとなったが，反面でエリツィン大統領の側近が入閣して，大統領と首相
との確執が，政府と議会との対立とともにロシアの政治的不安定を長期化
させている。
新首相誕生の時点でロシアを訪問した，『どん底」の編者の一人である
長砂實氏はこう指摘した。「いまのロシアはまさに「どん底」状態にある。
これが，１９９２年末から１９９３年初めにかけて約２０日間ロシアに滞在して
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見聞した私たちの強烈な印象である。……具体的にロシアの「どん底」を
のぞいてみよう。ロシアではソ連型社会主義＝「国家的・官僚的社会主
義」が崩壊した。それは，基本的には自壊であるが，世界資本主義体制に
対する敗北でもある。かくして「どん底」への転落。この「どん底」の現
状はどうか。①ロシア連邦は依然として多民族国家であるが，諸民族統合
の原理が消失し偏狭な民族主義による「ユーゴスラヴィア化」が懸念さ
れている。②泥沼的な政治・権力闘争が続き，複数政党制による民主的
政治体制の確立は前途遼遠である。③経済危機がますます深刻になってい
る。ハイパー・インフレーション，生産低下，財政赤字，貿易不振，生活
悪化，社会不安，経済改革（市場経済への移行）難航。④国際的権威は地
に堕ちている，などなど。……かくして，「どん底」はカオスとならざる
をえないのである。ロシアの人民は，どのようにして，どの方向にむかっ
て，いつ，この「どん底」から這い上がることができるのだろうか｡｣('7）
これに対して，1993年１０月のロシア最高会議ビル（旧コメコン・ビル
に隣接してモスクワ河のほとりに立つ，いわゆるロシアのホワイト・ハウ
ス［ベールイ・ドーム]）攻防戦の直後に出版された『再生」は，「エリ
ツィン路線」と「急速改革路線」が勝利しロシアは急速に資本主義的再生
にむかっていると判断して，次のように主張している。
「1993年はロシアにとって激動の年であった。２，３月頃から激化したエ
リツィン大統領・政府と議会＝旧保守派との権力闘争は１０月の最高会議
ビル攻防戦で頂点に達し，最終的にはエリツィン側が文字どおり大砲によ
る勝利を勝ちとった。しかし，この権力闘争の渦中に現地調査をした我々
にとって，こうした権力闘争を尻目に急速に資本主義化を進めたロシアの
現実も政治的激動と同様，またそれ以上に重要なことのように思われる。
市場に溢れる商品，機能しはじめる価格機構，群生する小企業，そして進
出する外資。経済危機であること自体に違いはないが，それでも着実に次
代への移行は進んでいる。「エリツィン路線」なり「急速改革路線」なり
の勝利も，そうした経済改革の進展と切り離して論ずることはできない。
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といってももちろん，我々は現在のロシア経済が危機的でないというつも
りはない。工業生産は９２年に約２割も落ち込み，その落ち込みが93年の
今になっても続いていることは否定できない事実だからである。ただ，と
はいえ，そうした現象はそれ自身またいくつかの発展への条件ともなりう
るのであって，軍需産業が解体すること，弛緩した労働規律が改善される
こと，鋭い企業家精神が復活することをも，時には意味する。もちろん，
現在のロシアの苦渋をみないものではないが，そうした新しい息吹きも知
るべきだと考え，我々は本書を企画することになった。「再生に転じるロ
シア』という本書のタイトルの類書との違いに注目いただければ幸いであ
る｡｣(１８）
ここでも登場する溝端佐登史氏は，ガイダール首相代行によって推進さ
れた「ショック療法」のプラスとマイナスを次のように指摘している。プ
ラス面としては３点があげられ，①1991年までみられなかった「市場が
商品で溢れる状況」が生み出された。②ルーブリに対する信用度は高まっ
た。（対ドル交換レートは下落したが）ルーブリそのものの国内での信用
度は高まった。③企業に対する赤字補助金は実際に削減され，経済管理に
対する行政的な干渉も減った。他方でマイナス面としては，①企業間の相
互決済の危機が深刻化しその結果，補助金はふたたび拡大しはじめた。
②企業の内部蓄積は投資に回ることなく外国に預金され（1993年３月当
時で推定200億ドル)，支払い危機とともに投資危機が生じた。資本主義
諸国からの直接投資，合弁企業の設立も，不安定な政治的状況から低迷し
た｡('9）
結局はマイナス面の方が大きかったのであり，1992-1993年には生産の
低下とインフレの高進による「スパドフリャツイヤ」（スタグフレーショ
ンのロシア語版）が生じた。経済危機の要因を，溝端氏は次のように分類
している。①制度的要因一旧社会主義圏のコメコン分業の崩壊とソ連邦
の解体（地域・企業間分業の寸断)。②ショック療法型の経済政策を提起
したにもかかわらず，国家は惰性で経済運営を行なった。急激な市場経済
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化によっても欠損企業の径I産も大量の失業も発生しなかった。③人間の価
値観の転換における摩擦。平等や安定志向から効率志向への意識の転換は
容易ではない。④一挙に制度が崩壊したことによる国家の信頼性の喪失と
政治的不安定状況。⑤軍事大国ソ連邦の，負の遺産（軍産複合体の存在・
彪大な核兵器の管理）のロシアによる単独処理の負担。「こうした五つの
要因が相互に絡み合って経済危機を引き起こした原因となったのであり，
危機はその原因をさらに増幅させることにもなった｡｣(20）
筆者も1992年１２月と1993年２－３月に，それぞれ短期間ながらモスク
ワとサンクト・ペテルブルグ（旧レニングラード）を，ソ連解体後では初
めて訪問したが，その時の印象はやはり「再生」よりも「どん底」に近い
ものであった。たしかに公営・私営の市場には商品が溢れていたが，その
外側には，厳寒の中を道路の両側に長時間立ちつくして，わずかな家財や
物品を通行人に売りさばこうとする，市民の長い列があった。銀行の窓口
のすぐそばでさえ，銀行よりも高値でドルを買取ろうとする青年が声をか
けてきて，外貨払いでなければ食事や買物のできないレストランや商店も
ふえている。筆者には，ルーブリに対するロシア国民の信用度が高まった
とは思われなかった。
犯罪も激増している。モスクワ在住の日本人で，スリや強盗の被害にあ
わなかったものはほとんどいない（鍵をかけて外出して，ドアごと外され
て被害にあった人もいた)。旧ソ連時代からインツーリスト（国営の旅行
社）とアエロフロート（ソ連航空）のサービスの悪さは有名で，「どんな
に親ソ的な人でも，－度ソ連旅行をしてインツーリストとアエロフロート
の扱いを経験するといっぺんに反ソ的になる。ＣＩＡ以上に有効な反ソ宣
伝をしているのがインツーリストとアエロフロートだ」とかってイギリス
の新聞が書いていたほどだが，ソ連解体後もインツーリストは乱発されて
いる法律を自分たちに都合のいいように解釈して，外国人からできるだけ
多くの外貨を巻き上げようとしている。筆者は1994年７月に旧東ドイツ
とポーランド，チェコ，ハンガリーを訪問したが，「体制転換」後の|日東
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欧諸国と比較しても，ロシアの「どん底」状態はきわだっている。ついで
にいえば，この時の東欧旅行中には何の被害もなかったのに，帰途モスク
ワのシエレメチェヴォ空港で乗り継ぎのアエロフロート機を待っていた数
時間のあいだに，筆者を含め数人のトランクが空港内の荷物保管所でこじ
あけられていたことが，成田到着後に判明した。
ロシア以外の|日ソ連邦諸国（バルト三国を除く１１カ国）の経済も，
1994年上期の対前年同期比でＧＤＰがマイナス２０～30％とやはり危機的
状態にある｡(21〕その中で|日ソ連邦諸国の経済協力を再評価する動きが強ま
り，「レインテグラーツィヤ」（再統合）という表現が数多く使用されるよ
うになってきている。「それぞれの経験から，独立国家共同体加盟諸国は，
孤立は誰の利益にもならないことを確信した。１９９３年のなかばにはすで
に，独立国家共同体諸国の経済的再統合の過程を活発化させる方向での集
中的な努力が開始された。1993年９月２４日にはモスクワで，加盟１２カ
国全部に支持されて，経済同盟についての条約が調印された。……｣(22）
1994年１０月２１日には，経済同盟諸国（独立国家共同体加盟諸国に同
じ１２カ国）の政府代表（副首相クラス）で構成される幹部会（議長は互
選で任期１年)を持つ｢国際経済委員会」についての規定が制定され，「決
済同盟，自由貿易ゾーン，関税同盟，商品・サービス・資本・労働力の共
同市場，通貨同盟の諸機構を創設して経済同盟を形成する」ことを基本目
標として活動することになった。この委員会はロシア語を公用語としてモ
スクワに設置される。経済力に応じて投票権１００票のうちロシアが５０，
ウクライナが１４，ベラルーシ，カザフスタン，ウズベキスタンがそれぞ
れ５，その他の７カ国がそれぞれ３となり，この比率は1998年１月１日
まで固定されるが，決定は８０票以上の賛成を必要とする（つまり，上位
５カ国だけの賛成では決定できない)｡(23）
旧コメコンを連想させるこの機構（もちろん計画的結合ではなく市場的
結合を予定しているが）が順調に発足できるかどうかは疑問だが，大国ロ
シアにしても，単独では「どん底」からの浮上は困難であることを示すも
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のとして注目される。
(13）ロシア週刊紙『経済と生活」1994年第６号および第３5号による。
(１４『経済と生活」1994年第４１号。
(15）『経済と生活』1994年第43号。
(１０大崎平八郎編『混迷のロシア経済最前線』新評論，1993年６月，94-97ペー
ジ。
(17）長砂實・木村英亮編『｢どん底」のロシア』かもがわ出版，１９９３年６月，
３－５ページ。
(18）田中雄三・溝端佐登史・大西広編『再生に転じるロシア。ロシア経済調査団
報告」機関紙共同出版，1993年１１月，３－４ページ。
(１９同書，18-22ページ。
帥同書，34-38ページ。
(21）『経済と生活』1994年，第35号。
(22）「独立国家共同体諸国の再統合と経済同盟形成の諸問題｣，『経済と生活』
1994年，第３１号。
(2Ｊ「経済同盟国際経済委員会についての規定｣，「経済と生活』１９９４年,第45号。
２中・東欧諸国の模索
ソ連型社会主義を採用していた旧東欧諸国のうち，ドイツ民主共和国(東
ドイツ）は，周知のように西ドイツに吸収され，旧西ドイツの国名をその
ままにドイツ連邦共和国の東部５州となった。他の東欧諸国の中では，
ポーランド，チェコスロヴァキア（現在はチェコとスロヴァキアに分離)，
ハンガリーの３国（４国）が，ドイツ，オーストリアなどとの伝統的な経
済関係の存在を強調して，自ら「中央ヨーロッパ」と称している。従来か
らの「東欧諸国」という呼称は「ソ連圏」と同一視されることが多かった
(そのためチトー時代からユーゴスラヴィアでは｢わが国は東欧ではない」
と主張していた）ので，今後，「体制転換」の過程で旧東欧各国間の相違
がますます顕著になるとともに，「東欧諸国」という一括呼称がしだいに
意味を失なうことにもなろう。
筆者はかなり以前に，当時の東欧諸国の「二重の従属と三重の南北間
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題」について学会で報告したことがあった。「二重の従属」とは，ソ連に
対する対外的従属と，ソ連型政治経済機構を導入したことによる，その
機構（国内の党・国家官僚制）への対内的従属（これが自発的変革を阻止
する内圧となった）とを意味する。「三重の南北問題」とは，比較的経済
水準の接近した諸国によるＥＣ経済統合の場合とは対照的に，東欧諸国
間では，比較的に工業化の進んだ北部諸国（旧東ドイツを含む上記の「中
央ヨーロッパ諸国｣）と，農業の比率の高い南部諸国（バルカン諸国）と
の経済格差の存在による，「域内の南北問題」（これが前述のようにコメコ
ン的統合の大きな障害となった)，ヨーロッパ内での東西貿易の商品構成
(東欧からの輸出は主として原材料・農産物・軽工業品，西欧からの輸入
は主として機械・設備および先端技術製品）に示される「ヨーロッパ内
の南北問題（東西関係が事実上は南北関係)｣，および世界的な南北問題と
の関連（アジア，アフリカ，ラテン・アメリカの開発途上諸国からみれば
東欧諸国も「北」に属し，「南」への開発援助を要請される）を意味する。
この「二重の従属と三重の南北問題」のうち，「二重の従属」は解消さ
れた。1989年以来のソ連離れとソ連自身の解体，国内のソ連型社会主義
の崩壊による「体制転換」がそれを示している。しかし後述のように，今
後は新たに西側への従属が現実の問題となっている。実は東欧諸国の西側
への従属は，ソ連型社会主義導入以前，両大戦間の時期までにすでに生じ
ていたことであり，ソ連型社会主義の導入も，一面では西側への従属に対
する反発によって促進されたのであった。
しかし，「三重の南北問題」は依然として存在している。世界的な南北
問題との関連では，西側による旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」への援助
が，開発途上諸国への西側の対応を怠慢にさせているとして，南側からの
不満が強まっている。「域内の南北問題」も，コメコン的統合の破綻に
よって域内格差の縮小，経済水準の平準化への努力が放棄され，各国それ
ぞれに他国を無視して西側とのより有利な接近に血道をあげている現状で
は「中欧諸国」と「バルカン諸国」との経済格差および政治的安定度の差
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異は拡大する一方である。「東西関係＝南｣上関係」が今なお厳然たる事実
であるにもかかわらず，旧東欧諸国では，｜日ソ連によるスターリン的支配
への反発のあまり，東欧諸地域はもともとロシアとは異なって汎ヨーロッ
パ文明の本来的な－部であったのが，一時的にソ連によって西欧から人為
的に切り離されていたに過ぎないとして，「ヨーロッパへの回帰」のみが
強調されている。
しかしながら，ほぼエルベ河を境界とするヨーロッパの東半分は，産業
革命と封建制解体の過程ですでに西半分から大きくたちおくれ，その後も
東西の経済発展の格差が東欧の西欧への政治的・経済的従属をもたらして
きたのである｡(24)この西欧との歴史的格差，経済的後進Ｉ性を早急に克服す
るためにこそ，戦後のソ連型社会主義による強行的工業化もポーランドの
戦後経済を指導したオスカー・ランゲも認めているように，「ある期間は
必要かつ有用」であった｡(25）
ところが，「体制転換」の過程で旧東欧諸国の新政権は，このような歴
史的現実を無視して，各国が今からでも西欧と同様の政治・経済制度をＩ性
急に導入しさえすれば，現在の西欧諸国と同様の経済水準，生活水準にす
ぐさま到達できるという幻想をいだいていた。ハンガリー出身の東欧研究
者ジョージ（ジェルジ)・シェプリンによれば，１９世紀の東欧諸国のエリー
ト政治家たちも，西欧水準の政治的経済的発展を達成するという課題を極
度に単純化して，彼ら自身の地域的特徴を無視しても西欧の諸制度を直輸
入しようとした。彼らは，西欧の諸制度も数世代にわたる発展の過程で形
成されてきたものであることを知ろうとはせず，ただその制度を直輸入し
さえすれば，早急に西欧なみの近代化水準に到達できると信じていたので
ある｡(26)現在，「市場経済への急速な移行」をとなえて西側の「助言者」
たちの無責任な勧告を丸飲みにしている，旧東欧諸国の「急進改革派」エ
リートの発想も，前世紀のエリートたちの発想からほとんど進歩していな
いようである。
このような発想のもとでの経済政策の結果は，幻想をまったくの幻滅に
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転換させるものであった。１９９３年５月にブダペストで開催された国連主
催の民営化についてのセミナーで「現在の東欧で流行している慣用句」と
して紹介されているのは，Question：Ｗｈａｔｃａｎｂｅｗｏｒｓｅｔｈａｎｃｏｍ
ｍｕｎｉｓｍ？Answer:Whatcomesafter.という問答なのである｡(27）
ＯＥＣＤの「移行経済短期経済指標』各号によれば，1991-1993年の
中・東欧諸国の経済実績は以下のようになっている。まず中欧諸国につい
てみれば，ポーランドの工業生産は1991年のマイナス１２％から92-93年
には連続して４～5％のプラスに転化した。しかし失業率は1991年12％，
92年14％，９３年16％とかえって上昇し，「連帯」系労組からも「民主化
で西側なみになったのは失業率だけだ」と非難される結果となった。チェ
コ共和国では，工業生産は1991年にマイナス２４％と大幅下落したが，９２
年マイナス１４％，９３年マイナス９％と下落が小幅になり，この間の失業
率は４％以下にとどまっている（分離したスロヴァキアの失業率は１９９３
年にも１４％と高い)。ハンガリーの工業生産は１９９１年のマイナス１８％
から９２年マイナス１０％，９３年プラス４％と改善が著しいが，失業率は
92-93年と１２％の高水準である。
これに対してバルカン諸国では，ルーマニアが1991-92年と工業生産
が連続してマイナス２０％台の下落，失業率は１０％前後であり，ブルガリ
アは1991年の工業生産がマイナス２２％，９２年マイナス１６％，９３年マイ
ナス７％とチェコに似た動向を示しているが，失業率はこの間に１１％から
16％に上昇している（旧ユーゴスラヴィアは周知のように大部分が内戦状
態にあり，アルバニアについてはデータが示されていない)｡(28)なお，ウ
ィーンの比較経済研究所によれば，1993年に不況脱出の徴候を示したの
はポーランド，チェコ，ハンガリーの中欧３国と，旧ユーゴスラヴィア民
族紛争の局外にあるスロヴェニアのみで，ルーマニア，ブルガリアおよ
び分離したスロヴァキアは依然として不況が続いている，とされてい
る｡(29）
ルーマニアとブルガリアでは，経済的後進性の克服のためにソ連型社会
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主義が力､なりの程度まで有効に作用したが，現在では，そのことが「体市'｜
転換」をいっそう困難にしている。この２国で特徴的なのは，旧政権時代
の与党（旧共産党）勢力が，転換過程においてもなお強力な政治勢力とし
て残っていることである。ルーマニアでは，1989年末のチャウシェスク
体制崩壊後に軍部と協力して政権を掌握した，旧ルーマニア共産党内反主
流派を主体とする「救国戦線評議会」の議長イオン・イリエスクが，救国
戦線分裂後も社会民主党を結成して大統領の地位を保持し続けている。し
かし社会民主党は議会第一党ながら，野党の急進改革派との対抗上，右翼
民族主義政党と連立してようやく政権を維持しており経済政策も混迷を続
けている。
ブルガリアでは,旧共産党の後身のブルガリア社会党と急進改革派の｢民
主勢力連合」とが1991年の選挙でもほぼ伯仲した（1990年の最初の自由
選挙では社会党が過半数獲得）ために1992年に「無党派テクノクラート
内閣」が発足したが，７回にわたる不信任提案を切り抜けたあと1994年９
月に総辞職，１９９５年に総選挙が予定されている。世論調査では社会党が
第一党に復帰する可能性が大きいとみられているが，社会党内では左右の
対立が深刻化しており，他方で「民主勢力連合」も１ダース以上の政治
グループの寄り集まりで，一致した経済政策が打ち出せない状況にあ
る｡(30)[総選挙は繰上げ実施され，社会党が単独過半数を獲得］
ウィーン比較経済研究所の1992年度の年報では，主として中欧３国の
｢体制転換」の困難さについて，研究主任カジミエシュ・ワスキ（ポーラ
ンド出身）と，前所長で現顧問のフリードリヒ・レフチーク（チェコ出
身）が概括的に指摘している。バルカン諸国と比較すればかなり順調に
｢体制転換」を進めているとみられたこれら３国でも，当初の熱狂ないし
ユーフオリアは急速に失望と幻滅に変った。主要な誤りは，当面すぐにも
必要な経済安定化と，かなりの期間を必要とする所有制の変革（国営部門
の私有化・民営化）と，構造再編成による長期的な成長回復との三つの課
題が同時に急速に実現可能であると錯覚して，「ショック療法」的経済政
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策を強行したことにある。教科書のみの知識で実際の経験に乏しいマネタ
リスト的「理論家」たちと新興成金的「企業家」たちとからなる国内ロ
ビーと，計画経済を経験したことのない西側の「助言者」たちとの影響
で，ＩＭＦを通じて各国の具体的状況を無視した画一的な勧告が出され
た。各国の新政権が，“pluscatholiquequelepape'，（法王以上にカト
リック的）といわれたほど愚直に，こうした勧告をそのまま国民に押し
つけたことが，失望と幻滅をもたらしたのである。「自由市場の導入を声
高に宣言して，あとは市場が機能するのを座って待つだけでは，十分で
はない｡｣(31）
このような，熱狂から幻滅への急変を象徴するのが，最近のポーランド
とハンガリーでの，前体制与党の政権復帰である。1993年９月のポーラ
ンド総選挙では，一党支配時代のポーランド統一労働者党の後身である左
翼民主連合（SLD）が第一党，前体制当時から同党と協力し「連帯」系
政治勢力と対立していた農民党が第二党となり（両党で下院議席の過半
数)，農民党党首のヴァルデマル・パヴラク首相のもとで両党の連立政権
が成立し「連帯」初代委員長だったレフ・ワレンサ大統領との対立が深
まっている。また1994年５月のハンガリー総選挙では，同じく一党支配
時代の社会主義労働者党の後身であるハンガリー社会党が小選挙区制のも
とで単独過半数を獲得し，社会党首相のもとで第二党の自由民主同盟との
｢社民・リベラル」連立政権を構成した。後進地域のスロヴァキアを切捨
てたチェコでは，急進改革派の市民民主党政権（ヴァツラフ・クラウス首
相）が安泰であるようにみえたが，1994年１１月の地方選挙では，市民民
主党が，チェコ・モラヴィア共産党（旧チェコスロヴァキア共産党のチェ
コ地域での残存組織で結成）に苦戦している。
ポーランドの「体制転換」過程では，1990-1991年に，「連帯」系マゾ
ヴィエツキ，ビエレツキ両内閣で蔵相の地位にあったレシェク・（ルツェ
ロヴィチの主導で，公共料金の大幅値上げとその他価格のほぼ全面的な自
由化，財政補助金の大幅削減，きびしい金融引締めと賃金規制，通貨ズ
旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」 １４５ 
ウォティの大幅切下げと貿易の全面自由化を実行したうえで「西狽Ｉと類似
の所有構造」の急速な実現をめざした，「ショック療法」的経済政策（｢バ
ルツェロヴイチ．プラン｣）が強行され，この結果，消費者物価は1990年
中に585％の上昇を記録した。井手啓二氏はこれを次のように批判してい
る。「……両政権の経済体制転換政策はあまりにも稚拙であった。経済的
現実を無視してネオ・リベラリストの経済学教科書どおりに経済自由化政
策を実施し，それが自動的に市場競争メカニズムを生み出すものと期待さ
れていた。……またポーランドと西側先進国とのあいだにある巨大な経済
的・技術的格差は眼中にないかのどと<，関税を切り下げ，農産物価格補
助金をはじめとする補助金削減を強行した。外国からの経済援助や直接投
資も過大に期待されていた。……1990-91年のポーランドの経済危機は，
一群のネオ・リベラリストのドグマティズムがつくりだした人為的な経済
危機であった｡｣(32)また，「ポーランド「脱社会主義」への道』の著者，家
本博一氏も，「｢90年経済改革」［（ルツェロヴィチ・プラン］の経験は，
従前の経済循環（産業連関，資金循環）の破壊を必要以上に重視する政策
措置を講じた場合，それによって如何に大きな落とし穴が生じるかを示し
た実例の－つであったといえよう」と評している｡(33）
バルツェロヴイチ自身（1991年１２月に蔵相退任後，ワルシャワ経済大
学教授に就任）は１９９３年２月に来日したさいには，「ショック療法」が
成功してポーランドは成長軌道に入ったと誇らしげに語っていたが，
｢ショック療法」の政治的結果は「連帯」系政治勢力の四分五裂（労組と
しての「連帯」も，ワレンサ大統領寄りの「連帯」主流派と，批判的な
｢連帯80」とに分裂）をもたらして，前記のように前体制与党の政権復帰
を可能にしたのである。ポーランドの工業生産は若干の上向きに転化した
が（しかしまだ以前の水準をはるかに下回っている)，1994年７月のわれ
われの訪問の時も，高水準（失業率16％）の失業が今世紀中には解消で
きないことを政府当局者も認めていた。
ハンガリーの場合にも，1990年に発足した保守連立政権は急速な市場
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経済移行をめざしたが，連立政権の基盤の弱さが，結果として「ショック
療法」ではなく漸進主義的な経済政策をとらせた。しかし，これによって
ハンガリー経済が改善されたわけではなかった。ハンガリーでは1990年
3-4月の自由選挙でハンガリー民主フォーラム（ＭＤＦ）が第一党となっ
たが過半数には達せず，第二党の自由民主同盟と第四党の社会党とを排除
して第三党の独立小地主党，第五党のキリスト教民主人民党との保守３党
連立内閣を発足させた（首相はＭＤＦのアンタル・ジェルジ，大統領は
自由民主同盟のゲンツ・アルパード［ハンガリー人名は姓が先])。アンタ
ル首相のもとで保守連立政権は価格自由化，補助金全廃などの経済政策に
着手したが，予想外の生産の落ちこみに直面して社会的緊張の激化を懸念
し，一転して1993年からは，蔵相も交代して財政主導の内需拡大政策に
走るなど，政策は混迷した（アンタル首相は1993年１２月に病死)。
また，保守政権は当初は1994年までに国営部門を半減させるという方
針で私有化・民営化を早期にスタートさせたが，外国資本が民営化の初期
に重工業や消費財関連の優良企業を手に入れたあとはあまり関心を示さ
ず，国内資本不足のためにその後は民営化自体も難航した。外資主導と失
業率上昇をもたらした民営化プロセスに対して国民の反感も強まり１９９２
年の世論調査ではすでに，私企業よりも国営企業の方が望ましいという意
見が過半数（55％）を占めていた｡(3`）
もともとこの保守連立政権は，発足当初に前体制のもとでの体制内経済
改革に参加していた経済専門家の多くを「赤の手先」として追放し，また
急進的改革を主張した自由民主同盟を，共産主義政党と同様に指導部にユ
ダヤ人が多い反国民的政党だと非難して右翼諸政党を結集した，いわば素
人ばかりの右翼連合であった。これに対して，旧政権党から社会民主主義
政党に変身したハンガリー社会党は，経済改革を経験した専門家層の支持
を集め，１９９４年５月の選挙では，素人政治を批判して「専門家の入った
政府を！」という選挙スローガンを掲げた。結果は社会党の勝利であり，
｢右翼政権はその４年間で，共産党が４０年間かかっても達成できなかつ
旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」 １４７ 
た，社会主義の人気を高めるという事業を達成した」のである｡(35）
保守政権から排除されながら，その有能さを評価されて外資系企業など
で活躍していた旧専門家層が，ホルン・ジュラ社会党議長（前体制の最後
の外相であった）を首相とする新連立政権（閣僚は社会党が首相を含め
１１人，自由民主同盟が副首相兼内相を含め３人）に協力している。落ち
こんでいたハンガリー経済も1993年からようやく回復を示しているが，
新政権がどこまで前保守政権と異なった経済政策を提示できるかはまだ明
らかではない｡(36）
チェコスロヴァキアでは，1989年の「ビロードの革命」（無血変革）で
旧共産党の一部指導者が反体制派の「市民フォーラム」に合流して「市民
フォーラム」中心の連立政権と新大統領（ヴァツラフ・ハヴェル）が誕生
した。１９９０年６月の自由選挙でも連立政権側が勝利して，ヴァツラフ・
クラウス蔵相のもとで急進的な市場経済移行が提起された。しかし早くも
この段階で，政権内部で即時の価格自由化とバウチャー（民営化クーポ
ン）導入による早急な国営部門の民営化を主張するクラウス派と，産業構
造の非独占化の先行を主張しバウチャー即時導入には反対するハヴェル派
との対立が激化し，1991年には「市民フォーラム」がクラウス派の「市
民民主党」（ODS）と反クラウス派の「市民民主運動」（ＯＤＡ）とに分裂
した。
1992年６月の選挙では，チェコ部分でＯＤＳが圧勝（第二党はチェコ・
モラヴィア共産党）しＯＤＡが惨敗してクラウスがチェコ共和国首相とな
り，スロヴァキアでは民族的自立を強調する「民主スロヴァキア運動」
(ＨＺＤＳ）が第一党（ここでも第二党は旧共産党を中心に結成された「民
主左翼」ＳＤＬが占めた）となって両者のあいだで連邦政府の構成につい
ての協議が行われた。しかし，クラウス首相の急進的改革でもっとも打撃
をうけることが予想されたスロヴァキア側（後進地域開発のため国営大規
模軍需産業がここに集中されていた）が反発して，選挙公約にもなかった
連邦の解体，チェコとスロヴァキアの分離独立が，国民投票に問われるこ
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ともなく，１９９３年１月から実現することになった。これでクラウス内閣
は後進的なスロヴァキアヘの対策になやまされることもなく，念願の急進
的改革を押し進める条件が整ったとして，今世紀中のＥＵ加盟をも具体
的な目標としている｡(37)しかしながら，現在のチエコ共和国の経済状況は
他の東欧諸国と比較すれば相対的に優位にあるとしても，西欧諸国に対し
ての経済格差はなお大きい。西側の外資も，最近では直接投資をチェコよ
りもむしろハンガリーに集中している（前注の盛田レポート参照)。
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Ⅲ．「第三の道」は可能か
いまだ「どん底」状態にある，ロシアをはじめとする|日ソ連邦諸国（経
済的困難が政治的不安定をひきおこしているのは，旧ソ連から完全に離脱
したパルト三国も，例外ではない）や，それに近い状態にあるバルカン諸
国をさておいても，比較的有望とみられている中欧３国（ポーランド，
チェコ，ハンガリー）の場合には，将来に明るい展望がひらけているのだ
ろうか。ウィーン比較経済研究所の1993年度の年報では，中欧３国につ
いても，「ショック療法」的体制転換政策は不適当であり，ミクロ的な適
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応がマクロ的な変化の速度に追いつかず，1989年以来の楽観主義が社会
的緊張をかえって増大させる結果となったと批判している。また，歴史的
教訓を無視して経済過程への国家の介入をほとんど否定したradically
anti-etatistpolicyが，かえって政府の窓意的な介入と過重負担をもたら
したとしている｡(38）
前記のように，短兵急に「ショック療法」で自由市場経済に移行しよ
うとした試みは経済的に破綻し，その政治的結果としてポーランドとハン
ガリーでは政権交代も生じた。しかし，これらの新政権も，果たして
｢ショック療法」的手段に頼らずに経済状態を改善できるのだろうか。国
民になんらの負担も課することなく経済を好転させられるような，魔法の
杖があるわけではない。新政権が前政権と同様に国民の期待を裏切って退
陣に追い込まれ，政治的混迷が繰り返される公算も大きい。
また，当面の危機脱出に成功したとしても，その後の対外関係をどのよ
うに編成する力､の問題がある。一方的な西側依存を回避する方向として
は，資源と市場を求めて|日ソ連邦諸国との経済関係を復活させるか，ある
いは中・東欧諸国間の地域的経済統合に活路を見い出す力､の二つが考えら
れる。しかし，以前の対ソ従属とコメコン的経済統合への反感が強い現状
では，前者は政治的に困難である（経済的には，この方向を支持する見解
も強いが)。後者も，経済力の弱い小国だけの集合が，世界経済の中でど
れだけの意味を持つか疑問である。とすれば，残るところは西側への従属
しかない，ということになる。国内の制度としても，西側の諸制度の直輸
入とソ連型社会主義への復帰との両極端のあいだに，可能な「第三の道」
がありうるのだろうか。ソ連型社会主義への復帰がありえない（それを主
張している政治勢力はほとんどない)とすれば,対外的には西側への従属，
対内的には「粗野な資本主義」の横行に甘んじるほかないのだろうか。
さきに引用したＥＣ委員会への報告書は,中欧諸国の今後のalternative
scenariosを想定するにあたって，「有効に機能する市場経済への移行に
は－世代（３０年間）を要するだろう。……移行の第一段階（生活水準の
旧ソ連・東欧諸国の「体制転換」 １５１ 
低下，大量失業の存在力《不可避）でさえも，５～10年は続くだろう」とし
た上で，五つの可能なシナリオをならべている｡(39)第一のシナリオは自由
放任型市場経済移行の方向で，交換'性通貨の導入，貿易の全面自由化，国
営企業の売却をできるだけ早く実行する。政府の政策は新古典派ないしマ
ネタリスト的発想を基本とし，理想化された市場の完全な機能を信じて社
会内部の対立や政治的不安定の可能性を無視する。これは結果としてバ
ザール経済を生じさせ，民営化は略奪と同じことになる（privatization
isidenticalwithpiratization)。これはポーランドの「ショック療法」
を連想させるものである。
第二のシナリオは民族主義的・権威主義的な限定的市場経済移行の方向
で，国内産業は世界市場での競争から保護され，政府は国民の伝統的な民
族主義感`盾に依拠する。これは周辺諸国との紛争をもたらしかねない上
に，ＥＵ加盟志向の政策と矛盾することになるが国内政治の動向によって
は，この方向もありえないことではない。
第三のシナリオは，完全な西側依存の方向で，この場合にはＥＵ,ＩＭＦ，
ＥＢＲＤなどの勧告をすべて無条件にうけいれなければならない。経済の
回復はもっぱら西側の援助に依存し事実上，西側の保護国の状態に甘ん
じることになる。
第四のシナリオは，もっともありえないこととみられているが，経済発
展と社会的公正とを両立させ，先進技術の開発にも弱者の保護にも政府が
きめこまかく配慮する，「持続的発展」の方向である。このような理想的
な展開が現実に可能であるかが最大の問題になる。
第五のシナリオは，以上すべての方向の混合である。この場合には，政
府の政策は絶えず変動し政治的不安定が続く。安定政権が成立しないので
官僚の発言力が強くなる。これらのシナリオ以外に，以前の体制の復活も
ありうるという見解もあるが，最近の選挙で復活した前体制の与党も，計
画経済や一党支配の再現を否定しているので，この場合にも結局は以上の
五つのシナリオのいずれかに含まれることになる。
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この報告書では，結論的に，第一，第二，第五のシナリオの場合には，
中・東欧諸国のバルカン化をもたらすことになるとして否定的なので，第
三の西側依存のシナリオと第四の理想的なケースしか残らないことにな
る。しかしながら，経済の持続的な発展と社会的公正の維持とを両立させ
られるような奇跡的な経済政策は，どこでも発見されていないので，ここ
でもやはり，完全に西側に依存して従属状態に甘んじるしかない，という
結論になっている。
現在の時点では，短期的にも中期的にも悲観的な見通ししか出てこない
が，中・東欧諸国の国民はここ数年の苦い経験を経て，ようやく自力で自
国の運命を担おうとする気運が出てきたようである（ロシアについてはま
だ疑問だが)。他国に依存せず他国に責任を転嫁することもなく，自らの
道をみずから切り開くことを期待したい。
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